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在留許可等手数料の大幅引き上げと永住許可制度の厳格化に抗議し、見直しを求めます 

 

2026 年 10 月 1 日より、外国籍住民の在留資格変更・在留期間更新および永住許可にかかる手数料が大幅に

引き上げられました。また同日、「永住許可に関するガイドライン」が改定され、「永住者の在留資格の取消しに関す

るガイドライン」が策定されました。   

日本キリスト教協議会（NCC）に加盟する 30 の教会・団体には、さまざまな国籍、民族的背景をもつ人びとが集

い、共に礼拝し、働いています。海外の教会から日本に派遣され、長年にわたって日本の教会と社会に仕えてきた

宣教師・教職者もいます。また、外国籍の信徒とその家族の中には、日本で生まれ育った人もいれば、日本で働き、

子どもを育て、地域社会の一員として長く暮らしてきた人もいます。 

今回の制度変更は、こうした人びとの生活に直接、大きな負担を強いるものです。本人はもちろん、家族の複数

の者が更新を必要とする場合、負担はさらに大きくなります。 

キリスト教会にとって、海外の教会から派遣された宣教師を受け入れ、共に働きを担うことは、日本の教会が長

年培ってきた世界の教会との協働そのものです。しかし、小規模な教会や団体にとって、今回の大幅な手数料引き

上げは、宣教師を招へいし、その在留を継続して支えることを困難にします。在留のために高額な負担を課すこと

によって、教会が誰を招き、誰と共に働くのかという営みまでが経済的に制約されることを、私たちは看過するこ

とができません。 

外国籍の信徒にとって、在留資格は抽象的な資格ではありません。仕事を続けられるか、家族と共に暮らせるか、

子どもを日本で育て続けられるかという、日々の生活そのものにかかわっています。永住許可は、長年暮らしてき

た日本で将来の生活を築いていくための重要な基盤です。その申請に従来の 20 倍となる 20 万円という高額な

手数料を課し、さらに永住許可の要件を厳しくすることは、日本で長く暮らしてきた人びとの安定した生活を脅か

し、この社会で生き続ける道を狭めるものです。 

今回の制度変更は、これまで繰り返されてきた外国籍住民への管理と排除をさらに強めるものです。私たちは、

これに強く抗議します。日本で共に暮らし、働き、社会を築いてきた人びとに、在留するための過重な負担を課し、

安定した生活への道を狭める制度変更を受け入れることはできません。よって私たちは、以下のことを求めます。 

 

①在留資格変更・更新および永住許可手数料の大幅引上げを撤回・再検討すること 

②永住許可・取消しの厳格化を見直すこと 

③制度変更によって直接影響を受ける外国籍住民や、その生活・活動を支える教会・市民団体等から意見を聴く

場を改めて設けること                                                                   

 以上 


